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付論

は じ め に

モンゴル国は，一般的な市場経済の原則に従

ってきた同じ発展段階にある他の途上国と比べ

るといくつかの特徴をもっている。とくに，面

積が広いにもかかわらず人口が少ないこと（人

口密度は１平方キロメートル当たり１．５人），また

長期間（およそ７０年間）社会主義体制の下にあ

ったことの影響で，経済は通常の市場経済とは

違ったものとなっていることなどの特徴をもつ。

さて国家の発展には長期にわたり安定した経

済成長が必須である。社会主義体制の最後の１０

年（１９８０～８９年）でモンゴル国は平均年率６パ

ーセントの経済成長を遂げたが，移行経済の始

まった最初の５年間（１９９０～９４年）は経済不況

に陥り，成長率も年平均マイナス４．７パーセン

トまで下落した。しかし，１９９５～２００４年の経済

成長は，平均年率でおよそ４パーセントまで回

復した。このような事実からもわかるように，

モンゴル国は安定した経済成長を成し遂げてき

たとはいえないのが実情である。

モンゴル国で国内機関と国際機関とが協調し

て行った調査によると，全人口の３分の１を上

回る３６パーセントの人々は貧困ライン以下のレ
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《要 約》

本稿の目的は，地域別データをもちいて，１．モンゴル国の経済成長において，人的資本の果たす役

割を検討すること，２．新古典派成長モデルが有する定常状態への収束性がモンゴル国経済において妥

当するか否かを検討すること，の２つにある。

分析の結果，モンゴル国においては１９８０～８９年まで人的資本の経済成長への貢献が増大したが，移

行経済の初期からは低下を続けていることが判明した。一方収束性についての研究は，モンゴル国に

関するものとしてはこれがはじめてである。本稿では筆者自身の推計による１９８９～２００４年の各アイマ

グの１人当たりGDPデータにもとづき，モンゴル国の２２アイマグ（または，５つの地域）の１人当た

りGDPの間に明瞭な収束性が存在していることを示した。実際，その収束速度は４．３パーセントと，

他の国に関するほとんどの研究に比べて高いことが判明した。さらに移住を考慮に入れると収束係数

がさらに高くなることも示された。
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ベルで生活している。したがって，経済成長を

長期間にわたって安定して持続し，１人当たり

所得を増やすために，人的資本の蓄積を進め，

地域間の所得格差を縮小させることが経済政策

のもっとも重要な目標である。

ミクロ経済の研究で教育と就労経験は個人の

所得を増加させるという指摘がなされてきたに

もかかわらず，教育の果たす役割を明確に取り

入れたマクロモデルはそれほど研究されてはこ

なかった。ところが１９６０年代の後半以後，マク

ロ経済に果たす教育の役割に関する研究が深化

したのにともなって，経済成長に教育が重要な

影響を与えていることが実証研究によって示さ

れてきた。しかしながら，このような研究は，

おもに発展途上国と先進国のクロス・カントリ

ー回帰分析によるもので，１国をとって研究し

た実証分析は多くはなかった。

モンゴル国は，識字率が９８パーセント［Human

Development Report Mongolia, 2003］と同じ発展

段階にある他の途上国よりも高く，先進国と同

等のレベルであることにも示されているように，

教育水準が比較的高い。しかし，教育の質とい

う面ではまだまだ満足な状態ではない。そこで

本稿では，モンゴル国の産出量（GDP）の成長

要因を，集計的生産関数をもちいるモデルにも

とづき，労働・人的資本，物的資本，および全

要素生産性の成長率に分解して検討する。

モンゴル国では１９９０年以前，中央計画経済の

もとで，地域間の格差をできる限り小さくする

という政策目標が掲げられていたが，市場経済

への移行とともに，地域発展についての政策は

失われてしまい，地域間の１人当たりGDPの

格差が拡がってきている。そしてこれにともな

い，移住が急速に増大した結果，定常的経済成

長への収束速度も増大したと考えられる。この

問題を検討するため，地域間の収束速度を，期

間としては短いものの，モンゴル国が市場経済

に移行した１９８９年にさかのぼって検討すること

にしよう（データの不足のため８０年から８８年まで

の地域間の収束速度の分析はできなかった）。

本稿は，以下のように構成されている。まず

第Ⅰ節では，本稿の方法論について述べる。第

Ⅱ節では，研究に使用されているデータについ

て，そして最後に第Ⅲ節では，実証分析の結果

および本稿のまとめと今後の課題を述べること

にする。

Ⅰ 経済成長の方法論について

１．人的資本と経済成長

Lucas（１９８８）によって定義された生産関数

を経済成長に関する分析に適用しよう。物的資

本と人的資本を生産投入要素とする，収穫一定

の性質を有するコブ＝ダグラス型の生産関数は，

Lucas（１９８８）の定義によると次のように与え

られる［Barro and Sala−i−Martin２００４，２４０］。

Y �AK�H 1�� （１）

ただし表記の簡明のため，時間は明示していな

い。ここで，0���1，Y：実質GDP，A：全
要素生産性（TFP），K：物的資本，H：人的資

本である。人的資本Hは労働者の人数Lと代表

的労働者の人的資本hの積だと考えることがで

きる。また，全要素生産性の変化には，技術進

歩だけではなく，資源利用可能量，気候，制度

・組織などの変化も反映されている。方程式（１）

の両辺の対数をとり，時間で微分すると，総産

出あるいは実質GDPの成長率を次のように求

めることができる。

モンゴル国の経済成長の実証分析
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dY
Y �dA

A ���dKK �(1��)�dHH （２a）

規模に関する収穫一定の仮定の下では，物的資

本のシェアαと人的資本のシェア１－αを加算

すると１になる。上記のとおり，人的資本Hは

労働者の人数Lと代表的労働者の人的資本hの

積として求められるので，方程式（２a）を次のよ

うに書き換えることができる。

dY
Y �dA

A ���dKK �(1��)�dLL �(1��)�dhh
（２b）

すなわち，総生産の成長率は，TFPの成長率dA

/Aに，３つの生産要素の成長率の加重和を加

えた値である。ここで使用されるウェイトは対

応する生産要素のシェアである。

Y，K，L，hの数量に関するデータが入手さ

れており，それらの成長率dY/Y，dK/K，dL/L，

dh/hが計測可能であるとしよう。方程式（２b）

において直接には計測できない唯一の項はTFP

の成長率dA/Aであるが，この項は次のように

間接的に計測することができる。

dA
A �dY

Y � ��dKK �(1��)�dLL �(1��)�dhh� �
（３）

残された問題は物的資本のシェアαを測定する

ことである。本稿ではこれを回帰分析で計測す

ることにする。方程式（１）の両辺を人的資本H

で割って効率単位の労働１単位当たりの産出量

の形で表示して対数をとると，次の方程式が得

られる。

lny (t )�lnA (t )��lnk (t ) （４a）

ここで，効率単位の労働１単位当たりの産出量

y (t )はy (t )�Y (t )�H (t )，効率単位の労働１単位
当たりの資本k (t )は，k (t )�K (t )�H (t )である。
推定にあたって（４a）を次のように表す。

lny (t )�lnA (t )��lnk (t )�u (t ) （４b）

ただし，u (t )は誤差項である。方程式（４b）の一

期の階差をとることによって，αの計測ができ

る次のような回帰式を得る。	lny (t )�
��	lnk (t )��(t ) （５）

ここで，
はTFPの平均成長率，�(t )は残差項で
ある。方程式（５）の推定値のうち，もし資本の

シェアαが有意であれば，総資本の総産出量に

対する弾力性が有意に求められたことになる。

この回帰分析の結果を付表２に示している。

２．�収束
経済成長の実証分析における重要な問題のひ

とつに収束性の問題がある。経済間にみられる

生活水準の大きな格差は，いずれは消滅し，最

終的に同一水準に収束するのだろうか。貧しい

経済は長期にわたって裕福な経済よりも速く成

長し，経済格差が縮小していくことを絶対的収

束と呼ぶ（注１）。絶対的収束性は一般的に実証さ

れるわけではない［たとえば，Barro and Sala−i−

Martin２００４，４５, Figure１．７］。しかしながら，同

質の経済を前提とした場合には，絶対的収束性

が成立することは多くの文献において示されて

いるところである。本稿において分析するのも，

モンゴル国という同質の経済における，地域間

の絶対的収束性である。

新古典派モデルによれば，人口成長率，技術

水準，貯蓄率などの要因がすべての経済で同一

であるとき，初期の１人当たり所得の違いにも

かかわらず，これらの経済はすべて同一の定常

状態に達する。本項では，新古典派モデルにも

とづき，収束速度を推定する回帰式を簡単に説

明する。

労働増加的技術進歩を含む標準的な閉鎖経済

モデルであるラムゼイ・モデルを考える。この

モデルにおける最適成長経路が充たす微分方程
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式の解を，定常的成長状態の近傍で対数線形近

似すると，次の式を得る。

lnŷ (t )�e��t �lnŷ (0)�(1�e��t)ln ŷ
 ��0（６）
ここで，ŷは効率的労働１人当たりの産出量，

ŷ
は定常的成長における１人当たり産出量，�
は技術パラメータと選好パラメータによって決

定される収束率である。

方程式（６）に表されている効率的労働単位当

たりの産出量を労働者１人当たりの産出量に換

えて，終期をTとすると，期間0�t �Tにお

ける１人当たり所得あるいは産出量の平均上昇

率を，次のように表すことができる（付論を参

照）。

(1�T )�ln[y (T )�y (0)]�x �[(1�e��T )�T ]�ln[ŷ
�y (0)]
（７）

ここで，xは外生的に与えられる労働増加型技

術進歩率である。xとŷ
を与件とすると，初期
の１人当たり所得が増加すると１人当たり所得

の平均上昇率は低下するという関係があること

をこの式は示している。

統計的モデルを導き出すためには，方程式（７）

を離散時間型に変えて整理すればよい。これに

よって次の方程式（８）を得る。方程式（８）には，

各経済を識別する添え字としてiが使用されて

いる（付論を参照）。

ln[y i�t�yi�t�1]�a �(1�e��)�[lnyi�t�1�x �(t �1)]�ui�t
（８）

ここで，ui�tは残差項，さらにa＝x＋（１‐e��）・
lnŷ



である（注２）。

収束速度�を推定する統計的モデルは次の方
程式（９）で表される。これは方程式（７）と方程式

（８）を使用して求めたものであり，t0とt0�T期
の間の経済iの平均成長率を表している。

(1�T )�ln(y i�t0�T�yi�t0)�c �[(1�e��T )�T ]�lny
i�t0 �ui�t0 �t0 �T （９）

ここで，u
i�t0 �t0 �Tは残差項であり，

c �x �[(1�e��T )�T ]�[ln ŷ
�x �t0 ]で あ る。
方程式（９）は他のどのような経済の要因もコン

トロールしていないので，絶対的収束の速度を

推定する方程式である。

Ⅱ データについて

モンゴル国の経済成長に関する実証分析を行

なう上でもっとも問題となってきたのが，デー

タの不足である。この実証研究の基礎となるデ

ータはモンゴル国統計局から提供を受けたもの

である。ただし，収束速度係数�を推計するの
に必要な各アイマグ（注３）のデータはモンゴル国

統計局から提供されたデータにもとづいて，筆

者が自ら計算したものである。また人的資本の

経済成長に及ばす影響に関する分析に使用した

データの一部はCheng（２００３）のデータにもと

づいている。

１．GDPに関するデータ

モンゴル国の実質GDPの時系列データは

１９９５年価格で評価されている。人的資本の経済

成長に及ぼす影響の分析に使用される１９８０年か

ら２００４年までの実質GDPのデータは，モンゴ

ル国統計局から提供を受けた。しかしながら，

地域間の収束に使用される１９８９年から２００４年ま

での各アイマグの実質GDPのデータは完全な

形で入手できなかったため，筆者は独自に各ア

イマグの実質GDPを以下に示すように，各構

成要素の加重和として計算した。

yi�p �xi�(1�p )�[w �zi�(1�w )�qi ] （１０）

モンゴル国の経済成長の実証分析
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yi：各アイマグのGDPが全モンゴル国のGDP

に占める割合

p：全モンゴル国におけるGDPに占める非農業

生産の割合

1�p：全モンゴル国におけるGDPに占める総
農産の割合

xi：全モンゴル国における非農業生産に占める

各アイマグの非農業生産の割合

[w�zi�(1�w )�qi ] ：各アイマグの総農産がモ
ンゴル国全体の総農産に占める割合

w：総農産に占める牧畜業生産の割合

1�w：総農産に占める農林業生産の割合
zi：全モンゴル国における牧畜業生産に占める

各アイマグの牧畜業生産の割合

qi：全モンゴル国における農林業生産に占める

各アイマグの農林業生産の割合

２．資本ストックについて

資本ストックと投資に関しては，１９８０年から

２００１年までの期間のデータはCheng（２００３）の

データ・セット（Chengのデータ・セット自体は

もともとモンゴル国の統計局から提供を受けたも

のである）から，２００２年から２００４年のデータは

モンゴル国統計局から筆者が直接提供を受けた

ものである。

実証分析の使用に耐えうる物的資本の計測値

を得るために，本稿では継続棚卸法（perpetual

−inventory method）をもちいた。ただし，この

方法で物的資本の推計値を求めるためには初期

資本ストックおよび実質粗投資のフローのデー

タが必須である。モンゴル国統計局では，実質

投資のデータを公表していないため，Cheng

（２００３）の計算方法にもとづき，投資デフレー

ターを以下のように計算した。

投資デフレーター＝w＊（建設投資デフレータ

ー）＋（１－w）＊（GDPデフレーター）

ここで，wは粗投資に占める建設投資の割合で

ある。建設投資デフレーターはモンゴル国の国

民経済計算体系（SNA）における名目建設投資

と実質建設投資のデータから作成した。一方，

非建設投資に対応する適当なデータが存在しな

いので，代理変数としてGDPデフレーターを

使用することにした。

継続棚卸法では，次の関係式を使用して，物

的資本ストックを計算する。

Kt�Kt�1�(1��)�It
ここで，Ktはt期における物的資本ストックで

あり，Itはt期における粗投資のフローであり，�は一定の資本減耗率である（注４）。多くの研究
者によるとモンゴルでの資本減耗率は平均年率

でおよそ６パーセントとされている。

３．人口と労働

地域間の収束性を検証するには，まず１人当

たりの地域別GDPを計算しなければならない。

さらに移住のデータが必要であるため，アイマ

グ，都市，首都の人口が必要である。本稿で使

用されているアイマグ，都市，首都の人口のデ

ータと移住のデータはモンゴル国統計局のマク

ロ経済部から提供を受けたものである。

経済成長に関する分析のなかには，労働力を

経済活動人口とみなしたものもあるが，経済活

動人口には現在失業中で求職中の人々も含まれ

ているので，就労者を明確に捉えることができ

ないという問題がある。そのため本稿では労働

力のデータとして就労者を利用する。

４．人的資本

人的資本の量を数値として捉えることはきわ

めて困難であるが，もっとも一般的に行われて

いる方法は，教育水準の指標でこれを計測する
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ことである。なぜならば，高度な教育を受けた

労働者ほど生産性が高いという事実こそが，人

的資本が多ければ多いほど生産量が増加するこ

との実質的な意味だからである。

これまでのモンゴル国の経済成長に関する実

証分析をみると，Altantsetseg（２００３）は政府の

教育支出のGDPに占める割合，中等教育修了

者の全就労者に占める割合，高等教育の修了者

が全就労者に占める割合という３つの指標をも

ちいて人的資本を推計しており，一方Cheng

（２００３）は学校教育平均年数によってこれを推

計している。本稿では，Cheng（２００３）と同じ

方法で分析する。すなわち，人的資本指数をモ

ンゴル国の１５歳以上の人々の学校教育平均年数

で推計した。これは，Lucas（１９８８）と同じ方

法である。データの出所は１９９８年に行われた

「Living Standards Measurement Survey」および

２００３年に行われた「Urban Poverty and In−

migration : Survey Report」である。これらの調

査の要約を以下の表に示している。平均教育年

数は各学校教育の標準修学年数をそれぞれの教

育水準を有する就労者数で加重して推計した。

ただし，データが利用できるのは１９８９年，９８

年，２００３年のみであるので，その間の平均教育

年数の伸び率は一定と仮定し，内挿した。

Ⅲ 実証分析の結果

１．経済成長に与える人的資本の影響

モンゴル国における経済成長の実証分析にあ

たって，まずいくつかの指標を簡潔に示してお

く。図１の（a）をみると，最近２５年間，モンゴ

ル国の経済成長は安定性を欠き，大きな変動に

さらされてきたことは明白である。特に，市場

経済への移行に関連して１９９０年代の初めから経

済活動の不振が顕著になった。経済活動の不振

は労働力の推移を示す図１の（b）からも明らか

である。しかし，過去１２年間は，経済不振を脱

し経済は成長を始め，成長率も年を追うごとに

上昇している。

図１をみるとモンゴル国の経済規模は２５年間

で２倍になり，また労働力もおよそ２倍になっ

ている。図１の（a）のグラフより１９９４年以降

GDPの成長率はプラスになったが，資本スト

ックの成長率がプラスに転じたのは，９８年以降

であることがわかる。なお，前節表１のとおり，

モンゴル国統計局による調査の結果をみると，

年

教育なし

（０年間の
学校教育）

小学校卒業

（４年間の
学校教育）

中学校卒業

（８年間の
学校教育）

高校卒業

（１０年間の
学校教育）

専門学校卒
業
（１０年間の
学校教育）

大学卒業
（１４年間以
上の学校教
育）

学校教育の
平均年数

パーセント

１９８９
１９９８
２００３

９．４
４．２
２．７

２０．５
１５．３
９．４

３３．９
３２．２
２１．５

１８．１
２４．５
３２．８

９．６
１２．３
１２．３

８．５
１１．５
２１．３

７．５
８．５
８．９

（出所）１９８９，１９９８年：Living Standards Measurement Survey, 1998およびCheng（２００３）の推計。
２００３年：Urban Poverty and In−Migration : Survey Report（２００４）および筆者の推計。

表１ モンゴル国における１５歳以上の人口の教育構造

モンゴル国の経済成長の実証分析
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学校教育平均教育年数という指標で代表されて

いる人的資本は急速に増加している。

モンゴル国の経済成長の源泉を分析するのに，

付表１に表されているデータを使用して方程式

（５）を最小二乗法で推定して資本シェアαを求

めた。資本シェアの推定値はおよそ０．７４である。

さらに，代表的労働者の有する人的資本の指数

と労働者数の指数が異なるコブ＝ダグラス型生

産関数Y�A K�h�(L )1����にもとづくモデル
を考え，その対数をとり，誤差修正モデルを使

用して，説明変数の係数間に関係がないと想定

して最小二乗法で推計した。しかし推計の結果

をみると，パラメータの推定値はCheng（２００３）

とAltantsetseg（２００３）などの推計値と大きく異

なっており，t値も有意ではなかったので，こ

こでは方程式（５）の係数推計値を利用して分析

を行った。

方程式（５）の係数推計値に基づいて，方程式

（２b）から経済成長の源泉を計算した。計算の

結果は表２に示されている。

年 GDPの成長率
各生産要素の貢献度

資本 労働力 教育 TFP

１９８０～２００４

１９８０～１９８４
１９８５～１９８９
１９９０～１９９４
１９９５～１９９９
２０００～２００４

２．８９

６．８６
５．４８
－４．７２
３．７９
４．２５

２．３１
（８０％）
７．４６
５．３５
－１．１０
－０．７４
１．９５

０．６５
（２２％）
０．４２
１．６９
－０．０４
０．３５
０．８０

０．３１
（１１％）
０．２８
０．３６
０．４０
０．３１
０．１８

－０．３７
（－１３％）
－１．３０
－１．９２
－３．９７
３．８７
１．３２

（出所）筆者の計算による。
（注）α＝０．７４

図１ GDP，資本ストック，労働力の変化

（a）GDPと資本ストックの年平均成長率 （b）労働力

（出所）National Statistical Office of Mongoliaから筆者が直接提供を受けたデータおよびCheng（２００３）の研究データ
にもとづき筆者作成。

表２ モンゴル国の経済成長の源泉
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表２から，１９８０年から２００４年までの２５年間の

年平均経済成長率は２．８９パーセントであったこ

とがわかる。そしてこの経済成長率の８０パーセ

ント（２．３１）が資本の貢献，２２パーセント（０．６５）

が労働の貢献，１１パーセント（０．３１）が教育の

貢献であり，そして，全要素生産性（TFP）の

貢献はマイナス１３パーセント（マイナス０．３７）

であったことを表２は示している。

社会主義体制の下では，経済成長の主要な推

進力は資本ストックの蓄積であった。資本スト

ックの蓄積は移行経済の初期の段階ではマイナ

スとなり，経済成長率がマイナスとなる原因の

ひとつとなった。しかし，２０００年から２００４年ま

でに資本ストックの蓄積はプラスに転じ，経済

成長に貢献するようになった。労働力は１９８０年

から８９年までの１０年間は経済成長にプラスの影

響を及ぼしたが，移行経済の初期においては資

本ストックの蓄積と同じくマイナスになった。

しかし，資本ストックの蓄積に比べて短期間に

回復して，１９９５～９９年以降はプラスの影響を与

えるようになっている。さらに図１に示されて

いる資本ストックと労働力の推移は，表２の結

果と整合的である。１９９０年から９４年までの期間

では，人的資本あるいは教育の貢献のみがプラ

スとなっており，経済成長の唯一の推進力であ

ったことが明らかになった。しかしながら，教

育の成長に果たす役割は移行経済の初期までは

増加し続けたが，他の要因の成長に果たす役割

が増大するにつれて，過去１０年間にその相対的

重要性が低下してきている。

TFPをみると社会主義体制の全期間中，経済

成長にマイナスの影響を与えてきた。Cheng

（２００３）によると，TFPがマイナスの影響を及

ぼした原因はおもに中央計画経済の誤った資源

配分にあるという。このようにTFPは移行経済

の初期にあっては経済の低迷の主要な要因であ

ったが，１９９５年から９９年にかけては，一転して

もっとも重要な要因へと変化した。しかしなが

ら，２０００年から２００４年までの期間は，モンゴル

国では自然災害の多発，石油価格の上昇，銅価

格の低下，その他の要因によって成長率は低下

した（注５）。

ここで，注意するべきことは，モンゴル国の

経済はなお発展途上にあり，経済成長は常に供

給能力の不足に制約されてきたことである。し

たがって需要の不足が生じたとしても，超過供

給の状態，すなわち過剰設備の存在は一時的な

ものであったと考えることができる。そのため

本稿のTFPの推定結果が需要側の要因によって

偏りをもつとは考えられない。この点は，１９９０

年代の日本経済の停滞の原因が需要側にあるの

か技術進歩率の低下にあるのかをめぐる議論に

おいて，この問題が主要な論争点となったのと

は大きく異なる（注６）。このような観点から本稿

においては，TFPの推定における需要側の要因

の及ぼす影響の調整は行っていない。

２．収束の実証分析

（１） 収束速度�
アイマグ別のGDPのデータは入手不可能で

あるため，数式（１０）によって各アイマグの１人

当たりGDPを求めた。得られた結果について

は，付表３を参照されたい。この表より，１９９５

年価格で評価された８９年の１人当たりのGDP

はオルホン（Orkhon）アイマグで１６２．１万トグ

リク（注７）と最高値であるのに対して，アルハン

ガイ（Arkhangai）アイマグではもっとも低い９．２

万トグリクであることがわかる。また１人当た

りGDPがもっとも高いのは都市であり，鉱業

モンゴル国の経済成長の実証分析
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や栽培農業の活発なアイマグや近隣諸国と接し

ているアイマグがこれに続いている。

２００４年の計算結果によると，首都ウランバー

トルでは１人当たりのGDPは非常に低く，市

場経済の最初期のレベルになお達していないが，

これはウランバートルへの人口流入が多かった

こと，その一方でインフォーマル部門の比重が

大きく，GDPが経済実態を完全には反映して

いないことと関連があると思われる。ほとんど

のアイマグにおいて１人当たりGDPは市場経

済の初期より高くなっているが，首都ウランバ

ートルのレベルを下回っている。

オルホンアイマグの場合は，１人当たりの

GDPは最高であるが，世界市場の銅の価格の

影響で１人当たりのGDPが大きく変動してい

る。他のアイマグについては，変動はそれほど

大きくはないものの，農産と牧畜の割合が高い

ため，自然災害の大きな影響を受けて，１人当

たりのGDPが変動する傾向がある。

図２をみると，クロス・アイマグで収束性が

存在しているのは明らかである。１９８９年から

２００４年までの各アイマグの１人当たりGDPの

年平均成長率と，８９年の各アイマグの１人当た

りGDPの対数値の間に負の相関があることを

図２は示している。技術，生活習慣が類似して

いる地域間で絶対的収束性が存在するという命

題は，このようにモンゴル国のクロス・アイマ

グのデータについて，明瞭に立証された。１９８９

年以降，ほとんどのアイマグの１人当たりGDP

は比較的発展したアイマグや都会と比べるとよ

図２ アイマグ間にみられる１人当たりのGDPの収束性
（１９８９年度のGDPと１９８９～２００４年におけるGDPの成長率）

（出所）筆者作成。
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り急速に増大していることは図２から明らかで

ある。

このように，モンゴル国のアイマグは同質的

であるため，共通の定常状態への絶対的収束性

が存在することが確認されたので，各アイマグ

の経済成長を共通の定常的成長の状態への収束

の過程とみなし，収束速度�を回帰分析によっ
て推計する。各期間は次のように特徴づけるこ

とができる。

◯１ １９８９年から２００４年まで：分析に含まれてい

る全期間

◯２ １９８９年から９３年まで：市場経済の初期にお

けるマイナス経済成長の期間

◯３ １９９４年から２００４年まで：経済不況が終わり

プラス成長が観測された期間

◯４ １９９５年から９９年まで：最近１０年間（前半）

◯５ ２０００年から２００４年まで：最近１０年間（後半）

回 帰 式（９）を 非 線 形 最 小 二 乗 法 とSUR

（Seemingly unrelated regression）の２方法で推

計した。非線形最小二乗法による場合はサンプ

ル期間ごとに，SURで推計するときは３つの部

分期間で推計した。

回帰分析を実行するときは，オルホンアイマ

グの１人当たりのGDPの値が他のアイマグの

１人当たりGDPの値からかけ離れて高いので，

オルホンアイマグを含むサンプルと含まないサ

ンプルに別けて推計した。ただし結果をみると

両者の差異はそれほど大きくはないため，結局

オルホンアイマグをサンプルに含めて推計した

結果のみを示すこととする。括弧の中の数値は�係数の標準誤差を表している。なお，方程式
（９）の定数項の推定結果は省略した。

回帰分析の結果をみると１９８９年から２００４年ま

で，９４年から２００４年まで，９５年から９９年までの

期間
非線形最小二乗推定値 SUR推定値� R 2 � R 2

１９８９～２００４年
０．０４３＊＊＊

（０．００９）
０．４１ ─ ─

１９８９～１９９３年
－０．００７
（０．０２２）

０．０５ －０．０１２
（０．０２０）

０．００２

１９９４～２００４年
０．０２３＊＊

（０．００９）
０．２１ ─ ─

１９９５～１９９９年
０．０３８＊＊

（０．０１５）
０．２１ ０．０４９＊＊

（０．０１８）
０．１９

２０００～２００４年
０．０２０
（０．０２１）

０．０４ ０．０１２
（０．０２１）

０．０３

同時推定［３つの
部分期間］（注）

�同一という制約をおく場合 ０．０１７
（０．０１１）

─

ワルド統計量（p値）
６．４４４
（０．０３９９）

─

（出所）筆者推計による。
（注）３つの部分期間とは１９８９～１９９３年，１９９５～１９９９年，２０００～２００４年である。

＊＊＊は１％水準で有意，＊＊は５％水準で有意，＊は１０％水準で有意。

表３ アイマグ別データによる�の推定

モンゴル国の経済成長の実証分析
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�の係数推定値は有意であるが，８９年から９３年
までと２０００年から２００４年までにおける�の係数
推定値は有意ではなかった上に，決定係数も非

常に低い。非線形最小二乗法とSURによる３つ

の部分期間の推定値をみると，９５～９９年のサン

プルでは，SURは非線形最小二乗法より高いが，

他の部分期間では非線形最小二乗法のほうが

SURより高くなっている。

全サンプル期間による�の推定値は０．４３
（０．００９）である。さらに，１９８９～９３年の推定

値はマイナスで，かつ有意ではない。これは市

場経済への移行による経済不況と密接な関係が

ある。２００４年，世界市場で金と銅の価格は急騰

し，これによってモンゴル国の経済成長率は非

常に高くなり（２００４年の経済成長率は１０．６パーセ

ント），経済成長率に一時的に生じた大きな隔

差のために，２０００～２００４年の推定値は有意では

なくなったと思われる。

表３に示されているように係数�が３つの部
分期間で同じであるという制約を課すと，方程

式の同時推定値は０．０１７（０．０１１）である。しか

し，通時的な�係数の安定性の仮説は棄却され
ている。ワルド（Wald）統計量は６．４４であり，

p値は０．０４である（帰無仮説のもとで，ワルド統

計量は漸近的に自由度２の�2分布に従う）。
次に，上記の分析と同じような形でモンゴル

国の地域間分析を実行するために，方程式（９）

に地域別ダミー変数を加えることにする。モン

ゴル国政府は地域別生活水準にもとづき，全国

を５つの地域に分割している。図３は１９８９年か

ら２００４年までの期間における地域別１人当たり

GDPの年平均成長率と８９年の地域別１人当た

りGDPの間にみられる負の相関を示している

（相関係数はマイナス０．７４である）。すなわち，

絶対的収束の存在が再び確認できる。

図３ モンゴル国の５つの地域に関する１人当たりのGDPの収束性
（１９８９年度のGDPと１９８９～２００４年におけるGDPの成長率）

（出所）筆者作成。
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アイマグ別データの場合と同じように，方程

式（９）を地域別ダミー変数を利用して非線形最

小二乗法とSURで推計した。推計の結果は表４

に示されている。

収束速度�の推定に地域別ダミー変数を使用
すると，アイマグ別データの場合と同じように

サンプル期間１９８９～２００４年，９４～２００４年，９５～

１９９９年に関しては有意な結果が得られたが，サ

ンプル期間８９～９３年，２０００～２００４年については

有意な結果が得られなかった。しかし，地域別

ダミー変数を方程式に入れることによって，す

べてのケースで決定係数が高まっている。さら

に，ダミー変数を使用したときのほうが，全般

的にダミー変数を使用していない時よりも収束

速度は明らかに低くなっている。

全サンプル期間における収束速度は０．０３９

（０．００９）である。１９８９～９３年のサンプルでは

収束速度�の係数推定値はマイナスであり，表
３のそれより低くなっていることから，貧困状

態にあるアイマグは裕福なアイマグよりも緩慢

に成長したことが確認される。

表３と同様に係数�が３つの部分期間で同じ
であるという制約を課すと同時推定値は０．０１５

（０．００９）であるが，ワルド統計量は７．７６１であ

り，p値は０．０２１であるので，３つの部分期間

で�が同じであるという帰無仮説は，前のケー
スと同じように地域別ダミー変数を使用してい

るケースでも棄却されている（帰無仮説のもと

で，ワルド統計量は漸近的に自由度２の�2分布に
従うことになる）。

（２） 移住にともなう収束

新古典派モデルによると，人々は所得が低い

期間
非線形最小二乗推定値 SUR推定値� R 2 � R 2

１９８９～２００４年
０．０３９＊＊＊

（０．００９）
０．４８ ─ ─

１９８９～１９９３年
－０．００８
（０．０２５）

０．２０ －０．０１７
（０．０１９）

０．１９

１９９４～２００４年
０．０１９＊

（０．００９）
０．３３ ─ ─

１９９５～１９９９年
０．０４４＊＊

（０．０１５）
０．４２ ０．０４４＊＊

（０．０１６）
０．３４

２０００～２００４年
０．０１２
（０．０２４）

０．１３ ０．０２４
（０．０２１）

０．１２

同時推定［３つの
部分期間］（注）

�同一という制約をおく場合 ０．０１５
（０．００９）

─

ワルド統計量（p値）
７．７６１
（０．０２０６）

（出所）筆者推計による。
（注）３つの部分期間とは１９８９～１９９３年，１９９５～１９９９年，２０００～２００４年である。

＊＊＊は１％水準で有意，＊＊は５％水準で有意，＊は１０％水準で有意。

表４ アイマグ別データによる�の推定
（地域ダミー変数を含む場合）

モンゴル国の経済成長の実証分析
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地域から所得が高い地域へ高い賃金を求めて移

住する傾向があり，これが所得格差を縮小させ

る重要な要因である。すなわち，個人所得の上

昇は純流入への大きな誘因である［Lande and

Gordon１９７７］。さらに，移住によって地域間に

存在する所得格差が自己修正される［Dunlevy

and Bellante１９８３］。したがって，移住は地域間

の収束速度に影響を与える主要な要因になる。

モンゴル国でも，田舎から都会への移動がお

こっている。移住の理由は第１に，より有利な

職について所得を増大させること，第２に，子

供たちをより良い学校に進学させること，第３

に，自然災害あるいはゾド（注８）とひでりによっ

て家畜を失った人々が生活のため移住すること

の３つである。

移住が起こると，経済が定常的成長に近づい

ていく過程も影響を受け，収束速度が変化する。

このような理論にもとづき，移住が実際にモン

ゴル経済の定常的成長状態への収束にどの程度

影響を及ぼすかを分析してみよう。

１９８９年の１人当たりGDPの対数値と８９年か

ら２００４年までの間の純流入率が図４に描かれて

いる。この散布図は純流入率と１人当たりGDP

の間に正の相関があることを明示している（相

関係数は０．６５）。ウランバートルとオルホンにの

み向かって移住がおこっており，それ以外のア

イマグの純流入率は全部マイナスであることが

この図によって明確に示されている。さらに，

図からみると，流出率が一番高いのは西部の５

つのアイマグからなる西部地域である。西部地

域はバヤンウルギー（Bayan−Olgii），オブス（Uvs），

ホブド（Khovd），ゴビ－アルタイ（Govi−Altai），

ザブハン（Zavkhan）という５つのアイマグで

構成される。図４の左下の部分をみるとバヤン

ウルギーアイマグ，オブスアイマグ，ザブハン

アイマグなどで流出率が高くなっている（付表

４を参照）。

定常的成長に向かう収束速度は移住をともな

図４ 移住と各アイマグの初期における１人当たりGDPの関係
（１９８９～２００４年）

（出所）筆者作成。
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うモデルにおけるほうがより速い。純流入の感

応度を求めるために，各アイマグの１人当たり

所得格差にともなう次式のような統計的モデル

を推定した。

mi�t0�t0�T �c �d lnyi�t0�vi�t0�t0�T （１１）

ここで，mi�t0�t0�Tは，t0期からt0�T期の間の
iアイマグの年平均純流入率である。この純流

入率は人口に占める純流入の割合で計算されて

いる。もし，mi�t0�t0�t �0であれば流入者数が流
出者数よりも多いことになる。vi�t0�t0�Tは残差
項である。純流入率は，のちに移住を考慮した

場合の収束速度を計測する場合に必要となる。

方程式（１１）を最小二乗法とSURで推計した結

果は表５に示されている。この表においては，

説明変数である１人当たりGDPの対数値の係

数推定値や決定係数のみならず定数項の推定値

も示されている。

表５によると，説明変数の係数がすべてのケ

ースで正であることは図４と同じである。とり

わけ，全サンプル期間（１９８９～２００４年）におい

て純流入率の１人当たりGDPに関する係数推

定値は０．０９７（０．００３）である。１人当たりGDP

の出産と死亡への影響を一定とすると，係数d

は１人当たりGDPの１パーセントの違いが移

住を通じて，何パーセントの人口の変化を引き

起こすかを示す。

１９８９～１９９３年と２０００～２００４年以外のサンプル

期間ではdの推定値は有意である。純流入の方

程式にある係数dが３つの部分期間で同じであ

るという制約を加えると，同時推定値は０．０１２

（０．００３）になる。ワルド統計量は５．１０７であり，

p値は０．０２１であるので３つの部分期間でdの係

期間
最小二乗推定値 SUR推定値

定数項 Log GDP R 2 定数項 Log GDP R 2

１９８９~２００４年
０．００８
（０．００５）

０．０９７＊＊＊

（０．００３）
０．４２ ─ ─ ─

１９８９~１９９３年
０．０１５
（０．０１１）

０．００９
（０．００５）

０．１２ －０．０６５＊＊

（０．０２８）
０．０１２＊＊

（０．００５）
０．１２

１９９４~２００４年
０．００８
（０．００７）

０．０１１＊＊

（０．００４）
０．２７ ─ ─ ─

１９９５~１９９９年
０．０１２＊

（０．００６）
０．０１２＊＊＊

（０．００４）
０．３５ －０．０６５＊＊＊

（０．０１６）
０．０１１＊＊＊

（０．００３）
０．３４

２０００~２００４年
－０．００７
（０．０１）

０．００５
（０．００６）

０．０４ －０．０３４
（０．０２６）

０．００３
（０．００４）

０．０３

同時推定［３つの
部分期間］（注）

d同一という制約をおく場合 ─ ０．０１２＊＊＊

（０．００３）
─

ワルド統計量（p値） ─ ５．１０７
（０．０７７）

─

（出所）筆者推計による。
（注）３つの部分期間とは１９８９～１９９３年，１９９５～１９９９年，２０００～２００４年である。

＊＊＊は１％水準で有意，＊＊は５％水準で有意，＊は１０％水準で有意。

表５ 各アイマグへの純流入に関する回帰分析
（１９８９～２００４年）

モンゴル国の経済成長の実証分析

15



数が同じであるという帰無仮説は棄却されない

（帰無仮説のもとで，ワルド統計量は漸近的に

自由度２の�2分布に従うことになる）。
次に移住を考慮した場合の収束速度を計測す

るため，次式を推定する。Braun（１９９３，６６）

は，規模に関する収穫逓減の仮定の下で，（１２）

式を定常状態への移行過程を表す４本の微分方

程式からなるシステムから導出している。

(1�T )�ln(yi�t0�T�yi�t0)�
c �[(1�e��T )�T ]�lnyi�t0���mi�t0�t0�T �ui�t0�t0�T

（１２）

純流入率を説明変数として加えた方程式（１２）

の推計結果を表６に示している。

全サンプル期間での収束速度，�係数の推定
値は０．０６９（０．０１１）である。これは，表３と表

４に示した�係数推定値より早いスピードで定
常状態に近づくことを表している。ただし，純

流入率を方程式に入れて推計した結果をみると，

係数の有意性は全サンプル期間以外のサンプル

期間で低下しているので，純流入率が収束速度

に及ぼす影響はいくぶん不明瞭になった。SUR

による収束速度の推定値は，１９９５～９９年のサン

プルでは移住を考慮に入れた表６の結果のほう

が，考慮に入れていない表３の結果よりも小さ

くなっている。これに対し，２０００～２００４年に関

する結果は理論どおりである。

説明変数に純流入率と地域別ダミー変数を使

用して推計した結果を表７に示している。結果

をみると１９８９～２００４年のサンプル期間の収束速

度の係数推定値はこれまでの最高０．０７６（０．０３８）

であり有意水準１０パーセントで有意である。ま

た，決定係数も０．６０とこれまでの最高となって

いる。

上記の分析から，収束速度の推計式に純流入

率と地域別ダミー変数を追加すると，推計され

た�係数は１人当たりGDPがより早い速度で定
常状態へ向かっていることを示していることは

明白である。

期間
最小二乗推定値 SUR推定値� 純流入率 R 2 � 純流入率 R 2

１９８９～２００４年
０．０６９＊＊＊

（０．０１１）
１．１１８
（０．７１）

０．４８ ─ ─ ─

１９８９～１９９３年
－０．００２
（０．０２４）

０．５６
（０．９）

０．０３ －０．００７
（０．０２２）

０．３６０
（０．８１８）

０．０２

１９９４～２００４年
０．０１９
（０．０１０）

－０．０２７
（０．５１）

０．２３ ─ ─ ─

１９９５～１９９９年
０．０２７
（０．０１８）

－０．７２
（０．８９）

０．２３ ０．０３７
（０．０２１）

－０．７３
（０．８１７）

０．２２

２０００～２００４年
０．０２４
（０．０２１）

０．７０
（０．７８）

０．０８ ０．０１７
（０．０２１）

０．７０５
（０．７２５）

０．０７

（出所）筆者推計による。
（注）＊＊＊は１％水準で有意，＊＊は５％水準で有意，＊は１０％水準で有意。

表６ 移住と収束性
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まとめと今後の課題

本稿では，モンゴル国の経済成長の源泉を物

的資本，労働者，人的資本，TFPという４つの

要因に分けて分析した。その結果，モンゴル国

においては，経済成長に果たす人的資本の役割

が大きいことがわかった。労働者の教育水準が

高ければ高いほど資本と労働者の限界生産力は

増大するから教育の経済成長に及ぼす影響は増

大する。モンゴル国においても長期の経済成長

が生産性の上昇によるべきことは明らかである。

しかしながら，モンゴル国においては移行経済

の初期から教育の経済成長への貢献が引き続き

低下している。労働者の人数Lと代表的労働者

の人的資本hの積である人的資本Hが１パーセ

ント増加すると，１人当たり生産量を約０．２６パ

ーセント上昇させる。

さらに，本稿では各アイマグの１人当たり

GDPの計算をもとに，１９８９年から２００４年まで

のモンゴル国の２２アイマグ（または，５つの地

域）の１人当たりGDPの間に収束性が存在して

いることを示すとともに，定常状態への収束速

度，�係数を求めた。
ここで第Ⅲ節第１項で分析された結果をもち

いてソロー＝スワン・モデルの収束速度の数量

的測定を１９８０～２００４年のデータにもとづいて行

ってみると，その結果は以下のとおりである。

１９８０年から２００４年の間での資本減耗の平均は年

率６パーセント，労働力の増加率は平均年率２．５

パーセント，理論上，技術進歩率と実質GDP

の長期成長率は一致するという条件の下で平均

成長率xは年率２．８９パーセントであるから，方

程式（５）により��0�74である場合には収束係
数は下記のようになる。��(1��)(x �n ��)�0�029
すなわち定常的成長への収束速度は年率約３

パーセントになる。�係数にもとづくと，労働
者１人当たりのGDPと定常的成長の状態にお

ける労働者１人当たりのGDPのギャップの３

期間
最小二乗推定値 SUR推定値� 純流入率 R 2 � 純流入率 R 2

１９８９～２００４年
０．０７６＊

（０．０３８）
２．１３４＊＊

（１．０１９）
０．６０ ─ ─ ─

１９８９～１９９３年
－０．００９
（０．０２６）

－０．２０４
（１．０６４）

０．２０ －０．０１７
（０．０１９）

－０．２３０
（０．８２２）

０．１９

１９９４～２００４年
０．０１９
（０．０１４）

－０．０５５
（０．６７７）

０．３３ ─ ─ ─

１９９５～１９９９年
０．０２３
（０．０２０）

－１．６４７
（０．９５８）

０．５２ ０．０３５＊＊

（０．０１７）
－１．６４６＊＊

（０．７５１）
０．５０

２０００～２００４年
０．０１５
（０．０２６）

１．４８９
（１．１９１）

０．２１ ０．０１３
（０．０２２）

１．６７２
（０．９７９）

０．２０

（出所）筆者推計による。
（注）＊＊＊は１％水準で有意，＊＊は５％水準で有意，＊は１０％水準で有意。

表７ 移住と収束性
（地域ダミー変数を含む場合）
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分の２が消失するには，およそ１４年かかること

が分かる。これを１９８９～２００４年のクロス・アイ

マグのデータによるラムゼイ・モデルにもとづ

く収束速度の推計値と比較すればおよそ１パー

セント，移住を考慮に入れた収束速度より４パ

ーセント低いことがわかる。またモンゴル国の

クロス・アイマグの収束速度の推計は，ほとん

どの研究に比べて，より高く４．３パーセント（ラ

ムゼイ・モデルでは）であることは注目に値す

る（注９）。

今後のモンゴル国の経済成長研究においては，

以下の諸点に留意すべきである。（１）人的資本

を求める場合に，より詳細な方法を使用するこ

と。たとえば，初等教育，中等教育，高等教育

などのレベルを計算するとき，当該年齢期の死

亡率を考慮に入れて加重平均をとること，（２）

流入率の回帰分析に初期の１人当たりGDPだ

けではなく移住に大きな影響を与える要因を含

めて分析すること。たとえば，地域別ダミー変

数，自然災害のダミー変数などを方程式に入れ

ることも考慮する必要がある，（３）収束速度の

推計を明確にするために，部門ショックを部門

別と年別に求めて分析すること（注１０）。これらの

点を考慮すればさらに有意な結果が得られると

思われる。

付 論（注１１）

労働増加的技術進歩を含む標準的な閉鎖経済

モデルであるラムゼイ・モデルを考える。

max
�
0

�
u [c (t )]�e nt �e��tdt （A．１）

ただし，c，u (c )，e nt，�は，各々t期における
１人当たり消費量，家計の効用，家計の規模，

時間選好率である。ここでaを家計の１人当た

りの純資産，wを１人当たりの賃金所得，raを

資産所得とすると，

ȧ �w �ra �c �na （A．２）

lim
t�� a (t )�exp ��

0

t

[r (v )�n ]dv� �� ��0
（A．３）

不等式（３）はチェーン・レター方式のような可

能性を除外するための制約である。

これらの下で，１人当たり消費の最適化のた

めの一階の条件は次式のようになる。

ċ�c �1���r ��( ) （A．４）

さらに，企業の利潤の最大化のための条件，次

式を得る。

f�k( )ˆ �r �� （A．５）

ただし，k̂ �K�L̂，L̂はL �A (t )，すなわち効
率的労働，�は資本の減耗率である。利潤が０
であれば，賃金率は（A．５）式を満たすk̂の値に

対応する労働の限界生産物に一致するため次の

式が成立する。

f k̂
� �k̂ �f�k̂� � ��e xt �w （A．６）

方程式（A．２）における家計の予算制約式によっ

て，ȧが決定される。a �k，k̂ �ke�xt，およ
び（A．５）と（A．６）式におけるrとwに関する条件

を使用すると次の式が得られる。

k̂̇ �f k̂
� �ĉ � x �n ��( )�k̂ （A．７）

ここで，ĉ �C�L̂ �ce�xtであり，k̂ 0( )は所与
である。（A．７）式は経済全体の資源制約式であ

る。家計の最適問題からcは（A．４）式に従って

成長するので，r �f�k̂� ��とĉ �ce�xtという
条件を使うと次式が成立する。

ċ̂�ĉ�ċ�c �x � 1���  �f�k̂� ������x� �
（A．８）
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（A．７）式と（A．８）式はĉとk̂に関する微分方程

式系を構成する。初期条件k̂ 0( )と横断制約条件

をこの微分方程式系とともに用いると，ĉとk̂

の経路が決定される。定常状態のまわりでテイ

ラー展開された方程式（A．７）と方程式（A．８）の

対数線型化を行うと，次の式を得る。

lnŷ t( )�e��t �lnŷ 0( )� 1�e��t( )lnŷ
 ��0
（A．９）

方程式（A．９）より次式が成立する。

lnŷ T( )�lnŷ 0( )� e��T �1( )�lnŷ 0( )� 1�e��T( )�lnŷ

したがって，

ln ŷ T( )�ŷ 0( )! "� 1�e��T( )�lnŷ
�lnŷ 0( )! "� 1�e��T( )�ln [ŷ
�ŷ 0( )] （A．１０）

ところで，y t( )�ŷ t( )e xtよりlny T( )�lnŷ T( )�xT
およびlny 0( )�lnŷ 0( )を得る。
したがって，

ln[ŷ T( )�ŷ 0( )]�lny T( )�lny 0( )�xT�ln[y T( )�y 0( )]�xT （A．１１）

（A．１１）を（A．１０）の左辺に代入して整理し，両

辺をTで割ると次の方程式（A．１２）が得られる。

(1�T )�ln[y T( )�y 0( )]�x �[ 1�e��T( )�T ]�[lnŷ
�y 0( )] （A．１２）

方程式（A．１２）より次式が成立する。

lny t( )�xt � 1�e��t( )lnŷ
�e��t lny 0( )
（A．１３）

lny t �1( )�x t �1( )� 1�e��(t�1)( )lnŷ
�e��(t�1)lny 0( )
（A．１４）

ここで，技術の初期水準A 0( )が１と基準化さ

れている。

次に，（A．１４）をlny 0( )について解くと次式が

得られる。

lny 0( )�e�(t�1)�lny t �1( )�e�(t�1)�x t �1( )�e�(t�1)lnŷ
�lnŷ
（A．１５）
ここで，（A．１５）を（A．１３）に代入して整理する

と

lny t( )�xt �(1�e��t)lnŷ
�e���lny t �1( )�e���x (t �1)�e��lnŷ
�e��t lnŷ
�x �x (t �1)�e��lny (t �1)�e���x (t �1)�(1�e��)lnŷ
 （A．１６）

さらに，（A．１６）の両辺からlny (t �1)を引いて
簡単な操作を行なうと次式が得られる。

ln[y (t )�y (t �1)]�x �(1�e��)lnŷ
�(1�e��)lny (t �1)�(1�e��)�x (t �1)�a �(1�e��)[lny (t �1)�x (t �1)]
（A．１７）

ここで，a �x �(1�e��)lnŷ
である。したが
って，（A．１７）を離散時間で考察して，右辺に

撹乱項を加えると方程式（A．１８）が得られる。

ln [yi�t�yi�t�1]�a �(1�e��)�[lnyi�t�1�x (t �1)]�ui�t
（A．１８）

さらに２時点，t0とTにおける観測値が利用で

きると想定しよう。そのとき，方程式（A．１８）

によって，t0とTの間の平均成長率は方程式

（A．１９）のように与えられる。

(1�T )�ln(yi�t0�T�yi�t0)�c �[(1�e��T )�T ]�lnyi�t0�ui�t0�t0�T
（A．１９）

ここで，c �x �[(1�e��T )�T ]�[lnŷ
�x �t0]で
ある。

モンゴル国の経済成長の実証分析
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年

実 質

GDP 投資 資本 労働力 人的資本

（１０億トグリク，１９９５年価格） （千人） （平均教育年数）

１９８０
１９８１
１９８２
１９８３
１９８４
１９８５
１９８６
１９８７
１９８８
１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１
２００２
２００３
２００４

３７６．１
４０７．４
４４１．４
４６６．９
４９４．９
５２５．７
５７５．０
５９４．８
６２５．２
６５１．５
６３５．１
５７６．４
５２１．６
５０５．９
５１７．６
５５０．３
５６３．２
５８５．７
６０６．４
６２５．９
６３２．５
６３９．７
６６４．９
７０１．８
７７６．１

１７２．８
２３５．３
２５０．０
２０８．７
２３６．７
２５９．９
２９４．１
２７８．９
２７５．４
２９１．８
２０５．４
９７．０
５４．８
１２２．３
９２．７
９１．５
９１．３
１１１．４
１２９．５
１４６．６
１５３．８
１７５．９
２０５．７
２６０．８
２２３．７

１１８３．８
１３４８．１
１５１７．２
１６３４．９
１７７３．５
１９２７．０
２１０５．５
２２５８．０
２３９８．０
２５４５．９
２５９８．５
２５３９．６
２４４２．０
２４１７．８
２３６５．４
２３１５．０
２２６７．４
２２４２．８
２２３７．７
２２５０．１
２２６８．８
２３０８．６
２３７５．８
２４９４．０
２５６８．１

５１６．０
５１８．０
５３２．２
５４３．０
５５０．３
５８９．５
６４３．１
６６５．４
７４３．３
７６４．１
７８３．６
７９５．７
８０６．０
７６５．４
７５９．８
７６７．６
７６９．６
７６５．１
７９２．６
８１３．６
８０９．０
８３２．３
８７０．８
９２６．５
９５０．５

６．７
６．７
６．８
６．９
７．０
７．１
７．２
７．３
７．４
７．５
７．６
７．７
７．９
８．０
８．１
８．２
８．３
８．４
８．５
８．６
８．７
８．８
８．８
８．９
８．９

（出所）National Statistical Office of Mongoliaから筆者が直接提供を受けたデータおよびCheng（２００３）の研究
データ。

最小二乗法

説明変数 係数推定値 標準誤差 t－値 p－値

定数項� －０．００３４０４
０．７３６９４４

０．００８２９２
０．１８１０６７

－０．４１０５２３
４．０７００１９

０．６８５４
０．０００５

R 2

R
2

S.E.

０．４２９５３５
０．４０３６０５
０．０４０３８０

被説明変数の平均値
被説明変数の標準偏差
Durbin−Watson統計量

－０．００７１００
０．０５２２８８
０．５６７８

（出所）筆者推計による。

付表１ モンゴル国の実質GDPと要素投入

（１９８０～２００４年）

付表２ の推定値
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（単位：千トグリク，１９９５年価格）

アイマグ １９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

１ アルハンガイ

２ バヤンウルギー

３ バヤンホンゴル

４ ボルガン

５ ゴビアルタイ

６ ドルノゴビ

７ ドルノド

８ ドンドゴビ

９ ザブハン

１０ ウブルハンガイ

１１ ウムヌゴビ

１２ スフバートル

１３ セレンゲ

１４ トゥブ

１５ オブス

１６ ホブド

１７ フブスグル

１８ ヘンティ

１９ ダルハンオール（注）

２０ ウランバートル

２１ オルホン（注）

２２ ゴビスンベル（注）

９１．６

１０８．６

１１０．１

１３３．０

１２１．７

１０７．６

３１９．３

１２４．８

１６６．７

１３３．８

１０６．８

１０７．７

３８０．６

１４２．４

１３２．８

１２１．４

１１２．０

１５０．７

７９７．４

６０９．６

１６２１．４

０．０

９８．３

１０８．６

１１２．７

１４４．５

１２６．２

１０５．８

２７２．８

１３３．０

１６２．３

１３１．１

１１４．４

１０７．４

３６７．５

１４６．９

１２５．４

１２６．５

１１８．８

１５４．２

６６５．１

５６１．８

１４９２．７

０．０

１２０．５

１０７．８

１３６．３

１９２．２

１５８．４

１３３．７

２３３．１

１７６．４

１７５．１

１５０．７

１４９．１

１４１．６

５７５．７

２０５．２

１３９．５

１２９．９

１２８．０

１７４．７

３３２．８

３９９．７

５７４．３

３９．３

１０６．１

１０６．５

１２６．０

１５３．２

１３９．９

１２１．６

１９２．６

１７１．４

１４９．２

１４５．３

１３０．８

１３１．６

１９７．１

１８７．３

１１６．７

１１２．５

１１１．７

１５９．５

２５５．３

３７０．１

１１７６．１

４１．０

５４．６

７０．０

８９．８

８５．４

７５．５

９１．６

１１３．８

９０．４

５３．１

７４．９

７０．１

７１．９

１５３．７

１０７．４

７８．１

５１．４

５７．６

７３．１

２６５．２

２９８．０

２９７３．３

１１６．３

９９．４

９５．５

１４３．５

１６０．８

１３６．３

９５．０

１０４．０

１６４．４

１２１．６

１４１．３

１４４．６

１１９．６

１９１．９

１９３．１

１１８．５

１１６．１

１０６．３

１０６．０

２６５．３

２５６．０

２４０３．６

１４９．８

１３４．７

１３１．４

１９４．４

２２４．７

２０６．１

１４０．５

９１．６

２３７．３

１７４．０

２０４．４

２０６．６

１７３．１

２８４．０

２８０．０

１５２．６

１６５．３

１３９．１

１３９．６

２２５．７

２０５．６

２３２３．８

１１０．９

１７１．４

１５５．７

２３２．５

２５３．８

２６６．３

１７６．８

１１７．４

３１１．４

２１４．２

２４４．０

２６５．５

１９１．２

２６３．４

３４２．３

１７６．７

１８９．８

１７３．６

１７０．９

２２８．９

２０２．９

１６１５．４

１１５．２

１５３．６

１３９．９

２１６．０

２３０．０

２２７．８

１６３．６

１０４．４

２８９．１

１８８．８

２１５．５

２６８．２

１７９．１

３７８．８

４０９．０

１６５．５

１６０．５

１５７．９

１５８．４

１７２．１

２１７．２

１８６３．１

１１４．６

１５５．８

１１４．５

２０８．７

２２６．７

２１２．７

１６０．１

９１．２

２９２．２

１７９．７

２４９．４

２５３．５

１７８．７

３８５．１

５１４．８

１６３．９

１４５．９

１４８．５

１６１．６

１８１．６

２５７．４

１５２２．５

１３７．４

１７８．２

１１５．０

２２２．５

２４９．３

２３２．８

１７７．７

１０７．２

２９８．７

１８０．７

２４２．５

２６４．１

２０８．１

３７３．８

５１０．９

１８１．６

１５５．７

１６４．５

１７５．４

１６４．５

２４８．０

１５８８．２

２１４．０

１８４．３

１１１．２

２０２．７

２５０．９

２１７．６

１６２．９

９７．６

１７８．２

１５７．９

１７６．６

２３０．５

１９４．９

３０５．９

５１６．７

１６５．４

１４９．９

１４２．５

１７９．９

１９６．８

２４５．２

１８３７．０

２２９．５

２１７．５

１０９．６

１５８．８

２７４．２

２００．４

１５１．８

１０７．９

２０６．８

１３６．９

１６４．９

１９５．７

１９９．７

３９０．３

５６６．３

１６８．９

１３４．６

１２５．５

１８４．１

２００．８

２６３．３

１５０４．５

３０８．８

２２１．８

１２８．９

１２５．８

３０２．４

１５６．６

１８２．７

１３７．６

２７０．９

１６３．９

１６６．８

１８２．５

２６６．０

４９５．４

６５６．０

１９８．２

１４６．７

１５８．４

２４０．８

１９６．３

２４２．９

１３５１．７

２６７．７

１８４．９

１２６．２

１４０．９

３０９．０

１９９．６

１８５．２

１７３．３

２８７．８

１８１．１

１８８．１

２４４．６

２７４．５

５２６．４

５８８．４

２０８．９

１６２．１

１７４．５

２５０．３

１９３．１

２４６．９

１４５５．７

３０５．６

１７７．８

１１６．７

１３８．３

２９８．４

２１９．３

１７０．１

１４０．２

２９６．４

２０２．３

１７３．８

３５６．０

２６５．２

４６３．７

２４８．９

２２８．８

１７０．１

１７３．８

２４４．９

２１１．２

２８２．８

２２３１．６

３５５．９

（出所）筆者作成。
（注）ダルハンオール，オルホン，ゴビスンベルは１９９４年度に設置された。

付表３ 各アイマグの１人当たりGDP
モ
ン
ゴ
ル
国
の
経
済
成
長
の
実
証
分
析
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西部地域 Western region

１ バヤンウルギー

２ ゴビアルタイ

３ ザブハン

４ オブス

５ ホブド

Bayan−Olgii

Govi−Altai

Zavkhan

Uvs

Khovd

ハンガイ地域 Khangai region

６ アルハンガイ

７ バヤンホンゴル

８ ボルガン

９ オルホン

１０ ウブルハンガイ

１１ フブスグル

Arkhangai

Bayankhongor

Bulgan

Orkhon

Ovorkhangai

Khovosgol

中央地域 Central region

１２ ゴビスンベル

１３ ダルハンオール

１４ ドルノゴビ

１５ ドンドゴビ

１６ ウムヌゴビ

１７ セレンゲ

１８ トゥブ

Govisumber

Darkhan−Uul

Dornogovi

Dundgovi

Omnogovi

Selenge

Tov

東部地域 Eastern region

１９ ドルノド

２０ スフバートル

２１ ヘンティ

２２ ウランバートル

Dornod

Sukhbaatar

Khentii

Ulaanbaatar

（出所）Mongolian Statistical Yearbook, 2004。

付表４ モンゴル国の地域
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（注１） 新古典派モデルにおいて別個の構造パラ

メータを有する経済は同一の１人当たり所得に向か

って収束していくわけではなく，別個の定常状態に

向かって収束していく。その場合，それぞれの定常

状態との対比において相対的に１人当たり所得の低

い経済のほうがより速く収束するならば，そのよう

な収束を条件付収束と呼ぶ。条件付収束性について

は，Mankiw, Romer and Weil（１９９２）, Barro and Sala−

i−Martin（２００４）, Mathur（２００５）を参照のこと。

（注２） ラムゼイ・モデルでは，現在の技術水準

は収束速度の値に影響を与えない。

（注３） モンゴル国のアイマグは日本の都道府県

に相当する。

（注４） 継続棚卸法を用いた１９８０年から２００１年ま

での物的資本ストックはCheng（２００３）の計算によ

る。一方，２００２年から２００４年までの物的資本ストッ

クは筆者の計算による。

（注５） 人的資本の経済成長に果たす役割に関す

るクロス－カントリー分析の例としては外谷 （１９９８）

がある。

（注６） たとえば，林（２００３），吉川（２００３）をみ

よ。

（注７） トグリクはモンゴル国の貨幣単位である。

（注８） ゾドというのは大雪による家畜の飼料の

欠乏を意味する言葉である。

（注９） Barro and Sala−i−Martin（２００４）の推計に

よると収束速度は２パーセント，Persson（１９９４）の

推計によるスウェーデンにおける収束速度は３パー

セントなどである。

（注１０） たとえば，銅の鉱脈が発見されたり，世

界市場における銅の価格が高騰すると，オルホンア

イマグの１人当たり所得が増大することなどが，こ

こでの部門別ショックの内容である。

（注１１） バロー／サラ―イ―マーティン（１９９７a，第

２章；１９９７b，２４１）を参照。原著には対応する部分

はない。
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